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 本「条件規定書」は，民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成

11 年法律第 117 号）に定める目的及び基本理念に従い，調布市（以下「市」という。）及び事

業者が締結する調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業に関する契約（これらに付

随する契約を含む。以下「事業協定」という。）の内容とすべき基本的事項を示したものです。 

 事業協定は，市が「入札説明書」及びその際の配布資料，「質問回答書（第 1回及び第 2回）」

及びその際の配布資料並びに平成 13 年 1月 25 日に配布する本「条件規定書」（以下「入札説明

書等」という。）により提示した条件及び応募者提案に基づき締結します。 

 なお，本「条件規定書」中，別紙 1から別紙 11 までに係る具体的内容は，落札者（事業予定

者）が決定した後に定めるものであり，それぞれに規定すべき事項を参考として末尾に掲げまし

た。 

 

 

第 1  用語の定義 

 

 本条件規定書において使用する用語の定義は，次のとおりとする。 

 

1. 「維持管理・運営開始予定日」とは，平成 14 年 8月 1 日をいう。 

 

2. 「維持管理・運営期間」とは，本件施設の維持管理・運営開始予定日から平成 29 年 3月 31

日までの期間をいう。 

 

3. 「応募者提案」とは，入札参加者が入札説明書等の規定に従い市に対して提出した本件事

業に関する提案をいう。 

 

4. 「事業期間」とは，事業協定の締結日の翌日から事業協定の終了する日（平成 29 年 3月 31

日又は中途解除の日）までの期間をいう。 

 

5. 「事業者」とは，落札者が設立した特別目的会社をいう。 

 

6. 「事業年度」とは，運営期間中の各暦年の 4月 1 日に始まり，翌年の 3月 31 日に終了する

1年間をいう。 

 

7. 「出資者」とは，事業者に対して出資を行い，その株式を保有する者をいう。 

 

8. 「設計建設期間」とは，本件施設，屋外運動場それぞれについて，事業協定の締結日の翌

日から施設の完工が市により確認される日までの期間をいう。 
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9. 「サービス購入費」とは，市が本件事業について維持管理・運営期間を限度として債務を

負担する行為により支払う金銭をいう。各回のサービス購入費（後述する一次支払金を除

く）のうち［  ］円を施設整備費部分，［  ］円を維持管理運営費部分とする。 

 

10. 「引渡予定日」とは，本件施設については平成 14 年 7 月末日，屋外運動場については平成

14 年 12 月末日をいう。ただし，本条件規定書によって延期された場合には，延期後の日と

する。 

 

11. 「不可抗力」とは，暴風，豪雨，洪水，高潮，地滑り，落盤，落雷，地震，火災その他の

自然災害，又は騒擾，騒乱，暴動その他の人為的な現象であって，市及び事業者のいずれ

の責めにも帰さないものをいう。 

 

12. 「本件事業」とは，事業者が事業協定に基づき実施する事業をいう。 

 

13. 「本件施設」とは，本件事業を遂行するために事業者が本件土地に建設する施設，すなわ

ち調布市立調和小学校の校舎及び体育館棟並びに付属棟等をいい，「本件施設等」とは本

件施設及び屋外運動場をいう。 

 

 

第 2 本件事業の概要 

 

1. 総則 

 

事業者は，事業者の費用負担において，事業協定並びに入札説明書等及び応募者提案に従

って本件施設を設計及び建設し，完成した本件施設を市に取得させ，屋外運動場を整備し，

その後平成 29 年 3 月末まで本件施設等を維持管理及び運営する。 

 

本件事業は，概ね 2．ないし 4．に規定される各段階によって構成されるものとする。なお，

各段階に関する個別具体的な条件は，本条件規定書の第 3以下に明記する。 

 

2. 事業者 

 

市は，落札者との間で基本協定を締結し，基本協定に基づき事業者との間で事業協定を締結

する。事業者は商法（明治 32 年法律第 48 号）が規定する株式会社とする。なお，事業者の

本店所在地は［  ］に置く。 
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出資者による事業者の株式の譲渡，担保権設定その他の処分行為並びに事業者による株式，

転換社債及び新株引受権付社債の発行については，市の事前の承諾を条件とする。ただし，

入札参加者グループ代表企業の出資比率は事業期間を通じて最大でなければならない。 

 

3. 設計及び建設等 

 

（1） 設計及び建設の内容 

 

 事業者は，委託又は請負の方法により，本件施設を事業協定並びに入札説明書等及び応

募者提案に従い建設し，屋外運動場を設計及び工事し，かつ，工事監理業務を行うもの

とし，またこれらに付随する関連業務を行う。 

 

（2） 完工 

 

ア 事業者は，本件施設等について，第 3 18．19．に規定する完工手続を完了する責

任を負う。 

イ 事業者は，設計図書に基づいて工事が行われたことを検査する。 

ウ 市は，事業者がイに従って検査した本件施設等について完工確認を行う。 

エ 事業者は，本件施設を完工後，事業協定の規定に従って市に譲渡する。 

 

（3） 維持管理・運営開始 

 

事業者は，第 3  18．(2)(3)(5)(7)及び 19.(2)に規定する市による本件施設の維持管理・

運営体制の確認及び完工確認を経た後に，本件施設等の維持管理を開始し，また温水プ

ールの運営を開始する。 

 

4. 本件施設の譲渡，維持管理及び運営 

 

（1） 本件施設の譲渡 

 

事業者は，市に対して，本件施設の完工後，その所有権を譲渡する。 

 

（2） 本件施設の維持管理 

 

事業者は，本件施設の完工後（屋外運動場についてはその完工後）事業期間の終了日ま
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で，本件施設等の維持管理に関する一切の業務を維持管理仕様書に従って遂行する。 

 

（3） 温水プールの運営 

 

事業者は，本件施設の体育館棟にある温水プールについては，運営開始後維持管理・運営

期間の終了日まで運営する。 

 

（4） サービス購入費の支払 

 

市は，事業者に対して，本件施設等の提供，維持管理及び運営に関する業務が所定の条

件を満たすことを条件として，市と事業者の間で合意した額のサービス購入費（消費税

及び地方消費税込み）を支払う。なお，かかる支払については，市は，事業者が維持管

理・運営開始予定日までに本件施設について市の完工確認を得たこと並びに維持管理・

運営開始予定日に体育館棟及び付属棟が第 4 2.及び 3.に定める維持管理仕様書及び運

営仕様書に従って維持管理及び運営されていることを条件として，1,160 百万円円（以下，

「一次支払金」という。）を平成 15 年 4月末までに支払い，残金については事業協定に

定める支払スケジュールに従って年 2回支払う。 

 

 

第 3 本件施設等の設計及び建設等 

 

1. 総則 

 

（1） 事業者は，事業協定並びに入札説明書等及び応募者提案に従い，日本国の法令を遵守の

上，屋外運動場の設計を行う。 

 

（2） 事業者は，［建設企業］をして，事業協定並びに入札説明書等及び応募者提案に従い，

本件施設等を完成させるものとする。 

 

（3） 仮設，施工方法その他本件施設等を完成するために必要な一切の手段については，事業

者が自己の責任において定める。 

 

2. 設計及び建設費用並びに資金調達 

 

（1） 市は，本件施設の実施設計を行う。ただし，事業者のＶＥ（value engineering）提案に

より実施設計が変更されることがある。事業者は，本件施設等のうち，屋外運動場の実
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施設計を行う。 

 

（2） 本件施設等の設計費用のうち屋外運動場にかかるもの，(1)のＶＥ提案による設計変更費

用，本件施設等の建設費用，及びこれらに関連する一切の費用は，全て事業者が負担す

る。本件事業に関する事業者の資金調達は全て自己の責任において行う。 

 

（3） 事業者は，本件事業に対して，財政上，金融上の支援が適用されるよう努力する。市は，

事業者が法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援を受けることができる

よう努める。 

 

3. 建設場所の管理 

 

本件施設等の建設場所の管理は，事業者が善良な管理者の注意義務をもって行う。 

 

4. 許認可及び届出等 

 

（1） 本件施設等の設計及び建設に関する事業協定上の義務を履行するために必要な一切の許

認可は事業者が自己の責任及び費用において取得する。 

 

（2） 市は，事業者の要請がある場合は，事業者による（1）に定める許認可の取得，届出等に

必要な資料の提出その他について協力する。 

 

（3） 事業者は，市の要請がある場合は，市による許認可取得，届出に必要な資料の提出その

他について協力する。 

 

5. 建設に伴う各種調査 

 

（1） 事業者は，本件施設等の建設のために市が行った測量及び地質調査の結果に基づき本件

施設等を建設する。当該測量及び地質調査の不備，誤謬等から発生する一切の責任は，

市がこれを負担する。 

 

（2） 事業者は，建設に伴う各種調査等を行う場合，市に事前に連絡した上で行う。 

 

6. 近隣対応 

 

事業者は，自己の責任及び費用において，騒音，悪臭，光害，粉塵発生，交通渋滞その
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他建設工事が近隣の生活環境に与える影響を勘案し，合理的に要求される範囲の近隣対

応を実施する。なお，かかる近隣対応について，事業者は，市に対して，事前及び事後

にその内容及び結果を報告する。 

 

7. 設計 

 

（1） 事業者は，屋外運動場については，事業協定並びに入札説明書等及び応募者提案に基づ

き，市と協議の上設計を行う。事業者は定期的に市に対して進ちょく状況の報告を行い，

設計完了時に別紙 1 の図書を市に提出する。設計と入札説明書等又は応募者提案の間に

不一致がある場合，市は事業者に対して通知するものとし，事業者は速やかに当該不一

致を是正しなければならない。当該是正は事業者の責任及び費用をもって行われるもの

とし，またこれによる工期の変更は 9.（2）に従い処理される。 

 

（2） 事業者は，入札説明書等及び応募者提案の範囲内で，その裁量，責任及び費用において

屋外運動場の設計を行うものとする。事業者は，自身の行った設計に関する一切の責任

（設計上の誤り及び事業者の都合による設計変更から発生する増加費用の負担を含む。）

を負担する。 

 

（3） 市は，（1）に規定する進ちょく状況の報告を受けたこと，（1）に規定する図書を受領

したこと，又は事業者に対して（1）に規定する通知を行ったことのいずれかを理由とし

て，事業者が行った設計及び建設の全部又は一部についての責任を何ら負担するもので

はない。 

 

（4） 本件施設については，市が行った実施設計（事業者のＶＥ（value engineering）提案に

基づく実施設計変更があった場合には，変更後の実施設計）によるものとする。この設

計変更の費用は，事業者が負担する。なお、設計図書に関する責任は市及び設計事務所

が負担することとし、ＶＥ提案により変更された設計図書についても同様とする。但し、

ＶＥ提案内容，ＶＥ提案の実施，及び当該ＶＥ提案が影響を及ぼす部分についての責任

は事業者が負担するものとし、市が当該ＶＥ提案を適正であると認めたことをもって事

業者の上記責任が軽減又は免除されるものではないこととする。 

 

8. 建設 

 

（1） 施工計画書等 

 

ア 事業者又は工事監理者は，別紙２に規定する書類を本件施設等の工事の着手前に市



 10 

に提出する。 

イ 事業者は，工事工程表を作成し，市に提出の上，［建設企業］をして，これに従っ

て工事を遂行させる。 

ウ 事業者は，工事現場に常に工事記録を整備させる。 

エ 事業者又は工事監理者は，別紙 3に規定する書類を施工時に市に提出する。 

オ [建設企業]は，建設工事安全施工技術指針，建設工事公衆災害防止対策要綱（建築

工事編），建設副産物適正処理推進要綱，建設工事共通仕様書及び同標準図，機械

設備工事共通仕様書及び同標準図，電気設備工事共通仕様書及び同標準図，その他

の関連要綱・各種基準等を参照して工事を施工する。 

 

（2） 工期の変更 

 

ア 市が工期の変更を請求した場合，当該変更の可否は，市と事業者の協議によりこれ

を定める。 

イ 事業者が，不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により工期を遵守

できない場合で，工期の変更を請求したときは，市と事業者の協議によりこれを定

める。協議が整わない場合は，市が合理的な工期を定め，事業者がこれに従う。 

 

9. 工期の変更による費用負担 

 

（1） 市に帰責事由がある場合等 

 

市の責めに帰すべき事由，不可抗力，又は事業者の責めに帰すことのできない事由によ

り本件施設の引渡しが遅延した場合，市は，当該遅延に伴い事業者が負担した合理的な

増加費用に相当する金額を事業者に対して支払う。 

 

（2） 事業者に帰責事由がある場合 

 

事業者の責めに帰すべき事由により本件施設の引渡しが遅延した場合，事業者は，当該遅

延に伴い市に発生した損害額に相当する金額を市に対して支払う。 

 

10. 市による立会い又は確認 

 

（1） 本件施設等が設計図書に従い建設されていることを確認するために，市は，本件施設等

の建設について，事業者に事前に通知した上で，事業者又は［建設企業］に対して説明

を求め，かつ，建設現場において建設状況を立会いの上確認することができる。事業者



 11 

は，当該説明及び確認の実施につき市に対して最大限の協力を行うものとし，［建設企

業］をして，市に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせるものとする。なお，

当該説明又は確認の結果，建設状況が設計図書又は応募者提案の内容を逸脱しているこ

とが判明した場合，市は事業者に対してその是正を求めることができ，事業者はこれに

従わなければならない。 

 

（2） 事業者は，工期中において事業者が行う，工事監理者が定める本件施設等の検査又は試

験について，事前に市に対して通知するものとする。市は，当該検査又は試験に立ち会

うことができる。 

 

（3） 市は(1)又は(2)の立会い又は確認等の実施を理由として，本件施設等の建設の全部又は

一部について何ら責任を負担するものではない。 

 

11. 設計変更 

 

（1） 市の請求に基づく設計変更 

 

ア 市は，必要があると認める場合，書面により設計の変更を事業者に求めることがで

きる。事業者は，当該変更の請求に対し速やかに検討の結果を市に通知しなければ

ならない。ただし，市は，工期の変更を伴う設計変更を事業者に請求することはで

きない。 

イ 市の請求により設計変更を行う場合，当該変更により事業者に追加的な費用が発生

したときは，設計変更についての帰責性の割合に応じて，市又は事業者が当該費用

を負担する。 

 

（2） 事業者の請求に基づく設計変更 

 

ア 事業者は，市の承諾を得た場合を除き，設計変更を行うことはできない。 

イ 事業者が市の承諾を得て設計変更を行う場合，当該変更により事業者に追加的な費

用が発生したときは，設計変更についての帰責性の割合に応じて，市又は事業者が

その費用を負担する。 

 

12. 第三者への委託等 

 

（1） 事業者は，本件施設等の建設を［建設企業］に委託又は請け負わせるものとする。事業

者は，事前に市の承諾を得た場合を除き，上記以外の者に，本件施設等の建設の全部又
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は大部分を委託し，又は請け負わせてはならない。また事業者は，各業務工程の着手前

に市へ届け出ることにより，本件施設等の建設工事の一部を第三者に委託し，又は下請

人を使用することができる。下請人が第三者への委託をする場合又は下請人を使用する

場合も同様とする。 

 

（2） 受託者及び請負人（下請負人を含む。）の使用は全て事業者の責任において行うものと

し，受託者又は請負人その他の第三者の責めに帰すべき事由は，事業者の責めに帰すべ

き事由とみなす。 

 

13. 工事監理者 

 

（1） 事業者は，株式会社横河建築設計事務所を工事監理者としておく。 

 

（2） 工事監理者は事業者を通じて工事監理の状況を毎月市に定期報告し，市の要請があった

ときには随時報告を行う。 

 

（3） 市への必要書類の提出は工事監理者が行う。 

 

（4） 工事監理委託業務は，事業協定によるもののほか，「民間（旧四会）連合協定・建築監

理業務委託契約約款」によることとし，その業務内容は事業協定及び「民間（旧四会）

連合協定・建築監理業務委託書」に示された業務とする。 

 

（5） 報告方法等の詳細については，事業協定に定める。 

 

14. 工事の中止 

 

（1） 市は，必要があると認める場合，その内容を事業者に通知した上で，本件施設等の工事

の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

 

（2） 市は，(1)の規定により工事の施工を一時中止させた場合，必要があると認めるときは工

期を変更することができる。また，市は当該工事の一時中止が事業者の責めに帰すべき

場合を除き，事業者が工事の再開に備え工事現場を維持し，又は労働者，建設機械器具

等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要としたと

き，又は事業者に損害を及ぼした場合は，その必要な合理的費用を負担し，又は損害を

賠償しなければならない。 
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15. 第三者に及ぼした損害 

 

 工事の施工により市又は第三者に損害を及ぼした場合，当該損害のうち事業者の責めに

帰すべき事由により生じたものについては，事業者が当該損害を賠償しなければならな

い。それ以外の場合においては，工事の施工に伴い通常避けることができない騒音，振

動，地盤沈下，地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼした場合を含め，市が

その損害を賠償しなければならない。 

 

16. 不可抗力による損害 

 

（1） 市が本件施設等の完工を確認する前に，不可抗力により，本件施設等，仮設物又は工事

現場に搬入済みの工事材料その他建設機械器具等に損害が生じた場合，事業者は，当該

事実の発生後直ちにその状況を市に通知しなければならない。 

 

（2） 前項の規定による通知を受けた場合，市は直ちに調査を行い，(1)の損害（事業者が善良

な管理者の注意義務を怠ったことに基づくものを除く。）の状況を確認し，その結果を

事業者に通知しなければならない。損害（追加工事に要する費用を含む。）に係る追加

費用は第 8に規定する負担割合に従い，市及び事業者が負担する。 

 

17. 履行保証等 

 

 事業者は，本件施設の建設請負工事に関して，建設請負工事費に相当する費用の 10％の

履行保証保険の付保又はこれと同等の保証契約の締結により，その履行を保証する。 

 

18. 本件施設の完工検査，完工確認等 

 

（1） 事業者による完工検査 

 

ア 事業者は，自己の責任及び費用において，完工検査並びに器具及び備品のテスト等

を行う。 

イ 市は，事業者が行う完工検査への立会いを求めることができる。 

ウ 事業者は，市に対して，事業者が行う完工検査の 7 日前に，完工検査を行う旨を通

知する。 

エ 完工検査に対する市の立会いの有無を問わず，事業者は，市に対して完工検査の結

果を検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告する。 
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（2） 市による完工確認 

 

 市は，事業者による(1)の完工検査の終了後，本件施設の引渡しに先立ち，以下の方法

により完工確認を実施する。 

ア 市は，建設企業及び工事監理者立会いのもとで，完工確認を実施する。 

イ 完工確認は，設計図書及び承認図との照合により実施する。 

ウ 機器・備品等の試運転等は，市による完工確認前に事業者が実施し，その報告書を市

に提出する。なお，市は，試運転等には立ち会わない。 

エ 事業者は，機器・備品等の取扱いに関する市への説明を，試運転とは別に実施する。 

 

（3） 市による完工確認等通知 

 

市が(2)に基づき本件施設が設計図書に従い建設されていること及びその維持管理が可

能であることを確認し，かつ，事業者が提案に基づき別紙 4の 2.に掲げる種類及び内容

を有する保険に加入しその保険証書の写しを別紙 5 に掲げる竣工図書と共に市に対して

提出した場合，市は事業者に対して速やかに完工確認書を交付する。事業者は市の完工

確認書を受領しなければ本件施設の維持管理を開始することはできない。 

 

（4） 事業者による維持管理体制整備 

 

ア 事業者は，本件施設の維持管理・運営開始予定日までに，本件施設の維持管理に必

要な人員を確保し，かつ，維持管理に必要な訓練，研修等を行う。 

イ 事業者は，アに規定する研修等を完了し，かつ，維持管理仕様書に従って本件施設

を維持管理することが可能となった段階で，市に対して通知を行う。 

 

（5） 市による維持管理体制の確認 

 

 市は，本件施設の引渡しに先立ち，維持管理体制の確認を行う。 

 

（6） 事業者によるプール施設の運営体制整備 

 

ア 事業者は，平成 14 年 9 月 1 日に先立ちプール施設の運営に必要な人員を確保し，か

つ，運営に必要な訓練，研修を行う。 

イ 事業者は，アに規定する研修等を完了し，かつ，運営仕様書に従ってプール施設を

運営することが可能となった段階で，市に対して通知を行う。 
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（7） 市による運営体制確認等 

 

市は，事業者からプール施設の運営が可能となった旨の通知を受けた後，施設の具体的

運営状況並びに施設の器具及び備品を確認するために，温水プールの運営開始前に事業

者に対して施設の試運転を求めることができ，また，当該確認の結果施設の運営が運営

仕様書の条件を満たしていないと判断した場合，事業者に対して是正を求めることがで

きる。 

 

（8） 維持管理及び運営開始の遅延 

 

本件施設の維持管理及び運営の開始が維持管理・運営開始予定日よりも遅れた場合，又は

プールの利用開始が平成 14 年 9月 1 日よりも遅れた場合において，事業者に帰責事由が

ある場合には，事業者は市に対し，それぞれ年間の維持管理費用相当額又は運営費用相当

額の，年 8.25％の割合による金額を日割り計算により支払うものとし，事業者に帰責事

由がない場合においては，市は，事業者の合理的な増加費用を負担するものとする。 

 

19. 屋外運動場の完工検査，完工確認等 

 

（1） 事業者による完工検査 

 

ア 事業者は，自己の責任及び費用において，完工検査並びに器具及び備品のテストを

行う。 

イ 市は，事業者が行う完工検査への立会いを求めることができる。 

ウ 事業者は，市に対して，事業者が行う完工検査の 7 日前に，完工検査を行う旨を通

知する。 

エ 完工検査に対する市の立会いの有無を問わず，事業者は，市に対して完工検査の結

果を検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告する。 

 

（2） 市による完工確認 

 

 市は，以下の方法により完工確認を実施する。 

ア 市は，建設企業及び工事監理者立会いのもとで，完工確認を実施する。 

イ 完工確認は，設計図書及び承認図との照合により実施する。 

ウ 機器・備品等の試運転等は，市による完工確認前に事業者が実施し，その報告書を市

に提出する。なお，市は，試運転等には立ち会わない。 

エ 事業者は，機器・備品等の取扱いに関する市への説明を，試運転とは別に実施する。 
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（3） 市による完工確認等通知 

 

 市が（2）に基づき屋外運動場が設計図書に従い整備されていることを確認し，かつ，

別紙 6 に掲げる竣工図書を市に対して提出した場合，市は事業者に対して速やかに完工

確認書を交付する。 

 

（4） 完工の遅延 

 

屋外運動場の完工が平成 14 年 12 月 31 日よりも遅れた場合において，事業者に帰責事由

がある場合には，事業者は市に対し，屋外運動場の整備費相当額の，年 8.25％の割合に

よる金額を日割り計算により支払うものとし，事業者に帰責事由がない場合においては，

市は，事業者の合理的な増加費用を負担するものとする。 

 

20. 引渡し手続 

 

事業者は，市が完工確認書を事業者に提出した場合，速やかに本件施設を市に譲渡する。

なお，本件施設の引渡し方法及び所有権移転手続の詳細は，別紙 7において規定するもの

とする。 

 

21. 瑕疵担保責任 

 

(1) 市は，本件施設等に瑕疵があるときは，事業者に対して相当の期間を定めてその瑕疵の修

補を請求し，又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。

ただし，瑕疵が重要ではなく，かつ，その修補に過分の費用を要するときは，市は，修補

を請求することができない。 

 

(2) 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は，完工・引渡しを受けた日から 10 年

以内に行わなければならない。 

 

(3) 市は，本件施設等の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは，(1)にかかわらず，そ

の旨を直ちに事業者に通知しなければ，当該瑕疵の修補又は損害賠償の請求をすることは

できない。ただし，事業者がその瑕疵のあることを知っていたときは，この限りでない。 

 

(4) 市は，本件施設等が(1)の瑕疵により滅失又は毀損したときは，(2)に定める期間内で，か

つ，その滅失又は毀損を市が知った日から 1 年以内に(1)の権利を行使しなければならな
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い。 

 

(5) 事業者は，［建設企業］をして，市に対し本条による瑕疵の修補及び損害の賠償をなすこ

とについて保証させるべく，措置をとるものとする。 

 

22. 建設期間中の保険 

 

事業者は，本件施設等の建設期間中，建設企業をして第三者賠償保険に加入させるものと

する。 

 

 

第 4 本件施設等の維持管理及び運営 

 

1. 総則 

 

（1） 事業者は，自己の責任及び費用において，維持管理仕様書に従って，本件施設等の維持

管理業務を遂行する。なお，維持管理仕様書は事業協定に添付する。 

 

（2） 事業者は，自己の責任及び費用において，運営仕様書に従って，本件施設の体育館棟の

うち温水プール（ただし，器具及び備品を含む。）を運営する。なお，運営仕様書は事

業協定に添付する。 

 

（3） 事業者は，事業協定（維持管理仕様書及び運営仕様書を含む。）に定める条件に従って，

運営期間中，本件施設等を維持管理及び運営する責任を負い，市は，事業者に対して所

定のサービス購入費を支払う。 

 

2. 本件施設等の維持管理 

 

（1） 維持管理の対象 

 

事業者は，維持管理仕様書に従って本件施設等の維持管理を行う。事業者は，事前に市

へ届け出た場合を除き，出資者以外の者に本件施設の維持管理の全部又は大部分を委託

してはならない。維持管理の一部に関しては，事前に市に通知することにより出資者以

外の者に委託できるが，この場合当該委託が終了したときにはその旨市に通知するもの

とする。 
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（2） 維持管理仕様書 

 

 事業者は，事業者の費用負担において，入札説明書等及び応募者提案に従って作成した

本件施設等の維持管理仕様書に従って，事業者が本件事業を適切に遂行するために必要

となる維持管理業務（（5）に規定する修繕を含む。）を遂行する。 

 

（3） 維持管理仕様書の変更 

 

維持管理仕様書は，合理的な理由に基づき市又は事業者が請求した場合において，市と

事業者が合意したときに限り，その内容を変更することができる。 

 

 

（4） 維持管理業務計画書の提出 

 

 事業者は，各事業年度の本件施設等の維持管理業務計画書を，当該事業年度が開始する

30 日前までに市に提出し，その確認を受けなければならない。維持管理業務計画書の記

載事項については，市が定めて事業者に対して通知する。 

 

（5） 本件施設の修繕 

 

 本件施設等の修繕は，事業者が維持管理仕様書に従い，その責任及び費用において実施

する。ただし，市の責めに帰すべき事由により本件施設等の修繕を行った場合，市はこ

れらに要した費用を全て負担する。また，本件施設等の修繕は，必要に応じて竣工図書

に反映し，かつ，使用した設計図，施工図等の書面を，事業者は，市に対して提出する。 

 

3. プールの運営 

 

（1） 運営仕様書 

 

本件施設のうち温水プールについては，運営仕様書に従って，運営するものとする。 

 

（2） 運営仕様書の変更 

 

市は，事業者と協議のうえ，運営仕様書の内容を変更することができる。これに伴い，

運営費用が増加する場合には，市は増加分を負担するものとする。 
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（3） 運営業務計画書の提出 

 

 事業者は，各事業年度の運営業務計画書を当該事業年度が開始する 30 日前までに市に

提出し，その確認を受けなければならない。運営業務計画書の記載事項については，市

が定めて事業者に通知する。 

 

（4） サービスプログラムの提供 

 

ア 事業者は，温水プールの一般開放において運営仕様書に従って作成したサービスプ

ログラムを提供する。 

イ 事業者は，サービスプログラムを実施する前に，市に対して，当該サービスプログ

ラムの具体的内容を通知する。 

ウ 事業者が，市に対して通知したサービスプログラムの内容を運営仕様書の範囲内で

変更する場合，事前に市に対して通知するものとする。なお，当該変更について，

市及び事業者は適宜協議するものとする。 

 

（5） 第三者に対する委託 

 

ア 事業者は，プールの運営業務を［プール運営企業］に委託するものとする。事業者

が事前に市へ届け出ることにより，［プール運営企業］が［プール運営企業］以外

の者にプール運営業務の一部を委託することができる。 

イ 本件施設の運営に関して，受託者の使用は全て事業者の責任において行うものとし，

受託者の責めに帰すべき事由は，事業者の責めに帰すべき事由とみなす。 

 

4. 近隣対応 

 

事業者は自己の責任及び費用において，本件事業に関して合理的に要求される範囲の近隣対

応を実施する。なお，かかる近隣対応について，市は，事業者に対して必要な協力を行う。 

 

5. 許認可及び届出等 

 

（1） 本件施設等の維持管理及び運営に関する事業協定上の義務を履行するために必要な一切

の許認可は事業者がその責任及び費用において取得する。 

 

（2） 市は，事業者からの要請がある場合は，事業者による（1）に定める許認可の取得，届出
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等に必要な資料の提出その他について協力する。 

 

（3） 事業者は，市からの要請がある場合は，市による許認可取得，届出に必要な資料の提出

その他について協力する。 

 

6. 業務報告書 

 

（1） 事業者は，維持管理仕様書及び運営仕様書に基づき，本件施設等の維持管理及び運営状

況を正確に反映した日報，月報及び半期報告書を業務報告書として作成する。業務報告

書に記載すべき内容は，別紙 8において提示する。 

 

（2） 作成した日報は，常時閲覧できるように管理・保管する。 

 

（3） 作成した月報は翌月の［第 5営業日］までに，市に対して提出するものとする。 

 

（4） 作成した半期報告書は半期末の翌月の［第 5 営業日］までに，市に対して提出するもの

とする。 

 

7. サービス購入費 

 

（1） サービス購入費の支払 

 

ア 市は，事業者が維持管理仕様書及び運営仕様書に従い本件施設等を適切に維持管理

及び運営していることを市が確認することを条件として，事業者に対して，あらか

じめ市と事業者が合意した額のサービス購入費を事業協定に定める支払スケジュー

ルに従って年 2回支払う。 

イ 市は，平成 14・15 年度における本件施設のプール利用者数の実績等を勘案して基本

利用者数を定め，それを超える利用者数（学校教育で使用する場合等の利用者数を

除く。）に応じた変動費を，アに規定するサービス購入費の一部として平成 16 年度

から支払う。なお，市は利用実績を確認することを条件として変動費を支払うもの

とし，また，基本利用者数等は利用実績を踏まえて 5 年ごとに見直すことができる

ものとする。 

ウ アに規定する確認は，主として事業者が市に対して提出する業務報告書を通じて行

うものとする。市は事業者に対して当該確認の結果を通知するものとし，当該通知

の後に事業者は市に対してサービス購入費支払の請求書を提出する。なお，当該確

認の結果，事業者に対するサービス購入費の支払額が減額されることがある 
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（2） サービス購入費の変更 

 

 平成ａ年度の業務に対するサービス購入費の支払額は， 

Ｐ1＋（Ｐ2＋Ｐ3）×ＣＳＰＩa-1／ＣＳＰＩ13 

ただし，ＣＳＰＩｘ：日本銀行調査統計局が作成する企業向けサービス価格指数（総平均）

の平成Ｘ年度平均値 

Ｐ1：施設整備費部分 

Ｐ2：維持管理・運営費部分（固定費） 

Ｐ3：維持管理・運営費部分（変動費） 

とする。 

 

（3） サービス購入費の減額 

 

ア 業務報告書の記載により，本件施設等の維持管理及び運営について，市が求める維

持管理仕様書又は運営仕様書の水準を満たしていない事項が存在することが市に判

明した場合，市は事業者に対して当該事項の是正を指導する。 

イ 市が事業者に対してアに規定する指導を行った後市が提示する是正期間を経過して

も当該指導の対象となった事項が各仕様書の求める水準に至るまで改善されない場

合，市は事業者に対して支払うサービス購入費の額を別紙 9 記載の方法により減額

する。 

 

（4） サービス購入費の返還 

 

業務報告書に虚偽の記載があることが判明した場合，事業者は市に対して，当該虚偽

記載がなければ市が減額し得たサービス購入費の相当額を返還しなければならない。 

 

8. モニタリングの実施 

 

市は自らの費用負担において，本件施設等の維持管理及びプールの運営に関して，維持管

理仕様書及び運営仕様書が規定するサービスが提供されていることを確認するために，以

下のとおりモニタリングを行う。なお，モニタリング項目については各モニタリングの実

施日までに市が決定する。 

 

（1） 定期モニタリング 

市は，月に一回，事業者から提出される業務報告書を検討するほか，必要に応じて，施
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設巡回，業務監視，事業者に対する説明要求及び立会い等を行う。 

 

（2） 随時モニタリング 

市は，定期モニタリングのほかに，必要に応じて，施設巡回，業務監視，事業者に対す

る説明要求及び立会い等を行う。 

 

（3） 説明要求及び立会い 

市は，本件施設等の維持管理及び運営について，運営期間中，事業者に事前に通知した上

で，事業者に対して説明を求め，又は本件施設等においてその維持管理及び運営状況を立

会いの上確認することができる。事業者は，当該説明及び確認の実施につき市に対して最

大限の協力を行うものとする。なお，当該説明又は確認の結果，本件施設等の維持管理及

び運営状況が維持管理仕様書若しくは運営仕様書の内容を逸脱していることが判明した

場合，市は事業者に対してその是正を指導するものとし，事業者は 6.に記載する業務報

告書においてかかる指導に対する対応状況を市に対して報告しなければならない。 

 

市は，説明要求及び説明の実施，立会いの実施を理由として，本件施設等の維持管理及び

プールの運営の，全部又は一部について，何らの責任を負担するものではない。 

 

（4） その他 

市は，必要に応じて，温水プールについて利用者等へのヒアリングを行う。 

 

9. 第三者に及ぼした損害等 

 

事業者は，本件施設等の維持管理及び運営に際して，事業者の責めに帰すべき事由により，

市又は第三者に損害を与えた場合及び市又は第三者に損害が生じた場合，市又は第三者が被

った損害を賠償しなければならない。また，本件施設等の維持管理及び運営業務に伴い通常

避けることができない騒音等の理由により第三者に損害を及ぼした場合は，市がその損害を

賠償しなければならない。なお事業者は，事業者が提案した場合には，損害に係る負担に備

えるために本件施設等の維持管理・運営期間は，別紙4記載の保険に加入していなければな

らない。 

 

10. 市が加入する保険 

 

市は，別紙 4の 1.に記載する保険に入るものとする。 

 

 



 23 

第 5 契約期間及び契約の終了 

 

1. 契約期間 

 

事業協定は，契約の締結の日の翌日から効力を生じ，平成29年3月31日をもって終了する。 

事業者は，契約終了にあたっては，市に対して，維持管理仕様書及び運営仕様書記載の業務

その他それに付随する業務のために本件施設等を市が継続使用できるよう本件施設等の維

持管理及び運営に関して必要な事項を説明し，かつ，事業者が用いた維持管理及び運営に関

する操作要領，申し送り事項その他の資料を提供するほか，引継ぎに必要な協力を行う。 

 

2. 事業者の債務不履行による契約の早期終了 

 

（1） 本件施設等の維持管理・運営開始前において，次に掲げる場合は，市は，事業者に対し

て書面により通知した上で事業協定の全部を終了させることができる。 

 

ア 事業者が，設計又は建設工事に着手すべき期日を過ぎても設計又は建設工事に着手

せず，相当の期間を定めて催告しても当該遅延について事業者から市が満足すべき

合理的な説明がないとき。 

イ 事業者の責めに帰すべき事由により，引渡し予定日から 30 日が経過しても本件施設

の引渡しができないとき，又はその見込みがないことが明らかに認められるとき。 

ウ ア及びイに掲げる場合のほか，事業者が事業協定に違反し，その違反により事業協

定の目的を達することができないと認められるとき。 

 

（2） 本件施設の引渡日以降において，次に掲げる場合は，市は，事業者に対して書面により

通知した上で事業協定に基づくサービス購入費の支払を相当期間を定めて一時停止する。

当該相当期間中に当該事項が是正されない場合は事業者に対して書面により通知した上

で事業協定の全部を終了させることができる。 

 

ア 事業者の責めに帰すべき事由により，連続して 30 日以上又は 1 年間において 60 日

以上，事業者が本件施設等の維持管理又は運営業務において市の求める仕様が確保

されないとき。 

イ プールの運営体制が，維持管理・運営開始予定日より 30 日経過しても整わないとき。 

ウ 屋外運動場の維持管理体制が平成 15 年 1月末日になっても整わないとき。 

エ 事業者の責めに帰すべき事由により，事業協定の履行が困難となったとき。 

オ アないしエに規定する場合のほか，事業者が事業協定に違反し，その違反により事

業協定の目的を達することができないと認められるとき。 
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（3） 市は，維持管理・運営費部分の支払い停止等の場合，別紙９に従い事業協定を終了させ

ることができる。 

  

（4） 本件施設の引渡日の前後を問わず，次に掲げる場合は，市は，事業者に対して書面によ

り通知した上で，事業協定の全部を終了させることができる。 

 

ア 事業者が，事業を放棄し，30 日間以上に渡りその状態が継続したとき。 

イ 事業者が，破産，会社更生，民事再生，会社整理又は特別清算の手続について事業

者の取締役会でその申立てを決議したとき，又は第三者（事業者の取締役を含む。）

によってその申立てがなされたとき。 

ウ 事業者が，自己の負担する金［   ］以上の債務の履行を 60 日間以上に渡り遅延

したとき。 

エ 事業者が，業務報告書に著しい虚偽記載を行ったとき。 

 

（5） 損害賠償等 

 

ア 本件施設の引渡し前に事業者の責めに帰すべき事由により事業協定が解除された場

合，事業者は，市に対して，本件施設の施設整備費相当額の 10 分の 1に相当する額

を違約金として支払うものとする。また，出来形部分が存在し，市が当該出来形部

分を解除の後に利用する場合には，市は当該出来形部分を確認の上これを買い受け

ることができるものとし，市は当該出来形部分の買受代金と上記違約金の対当額を

相殺により決済することができる。なお，市が本件土地を原状（更地）回復するこ

とが妥当と判断し，これを事業者に通知した場合，事業者は本件土地を原状（更地）

に回復した上で市に対して引き渡し，かつ，市が解除により被った損害を賠償する。 

イ 本件施設の引渡し後に事業者の責めに帰すべき事由により事業協定が解除された場

合，市はサービス購入費のうち，施設整備費部分を，解除前の支払スケジュールに

従って支払う。ただし，屋外運動場の整備が完工していない場合には，金額を調整

する。事業者は違約金として，本件施設等の維持管理委託費部分及びプール運営に

かかる業務委託費部分の一年間の金額の 20％を市に対して支払うものとする。 

ウ 本件施設の維持管理業務開始後に事業者の責めに帰すべき事由により事業協定が解

除され，かつ，事業者の責めに帰すべき事由により本件施設等が損傷している場合，

事業者は市に対して必要な修繕費を支払うものとする。ただし，全壊，もしくは損

傷がひどく修繕を施しても利用が困難と客観的に判断される場合には，市は，残存

するサービス購入費の支払義務を免れるものとする（なお、その他の損害賠償の請

求は妨げられない。）。 
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3. 市の債務不履行 

 

（1） 市による支払の遅延 

 

 市が事業協定に基づいて履行すべきサービス購入費その他の金銭の支払を遅延した場

合，当該支払うべき金額につき，遅延日数に応じ年 8.25％の割合で計算した額を事業者

に対し遅延損害金として支払う。 

 

（2） 市の債務不履行による契約の早期終了 

 

 市が事業協定上の重要な義務に違反し，かつ，事業者による通知の後 60 日以内に当該

違反を是正しない場合，事業者は事業協定を解除することができる。ただし，本件施設

等の所有権は，市に留保されるものとする。 

 

（3） 損害賠償 

 

 （2）により事業協定が終了した場合，市は，事業者に対して，当該終了により事業者

が被った損害を賠償する。この場合，本件施設の引渡が完了しているときには，市はサ

ービス購入費のうち施設整備費部分を，解除前の支払スケジュールに従って支払う。た

だし，屋外運動場が完工していない場合には，市の支払金額を適宜調整する。 

 

4. 市による任意解除 

 

 市は，事業者に対して，180 日以上前に通知を行うことにより，他に特段の理由を有す

ることなく事業協定を解除することができる。この場合，本件施設の引渡が完了してい

るときには，市はサービス購入費のうち，施設整備費部分を，解除前の支払スケジュー

ルに従って支払う。ただし，屋外運動場が完工していない場合には，市の支払金額を適

宜調整する。また市は事業者に対して，当該解除により事業者が被った一切の損害を速

やかに賠償する。 

 

5. 市及び事業者に帰責事由のない場合 

 

 事業協定の締結後における法令変更又は不可抗力により事業の継続が不能となった場

合又は事業協定の履行のために多大な費用を要する場合は，それぞれ第 7 3．及び第 8 

4．に従い事業協定が終了する。 
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第 6 公租公課 

 

 事業協定に関連して生じる公租公課は，本条件規定書に別段の定めがある場合を除き，

全て事業者の負担とする。市は，サービス購入費を支払うほか，事業協定に関連する全

ての公租公課について別途負担しないものとする。ただし，事業協定締結時点で市及び

事業者が予測不可能であると認められる新たな租税公課の負担が事業者に発生した場

合には，その負担について，事業者は市と協議することができるものとする。 

 

 

第 7 法令変更 

 

1. 通知の付与 

 

 事業者は，事業協定の締結日の後に法令が変更されたことにより，本件施設等が設計図

書に従い建設若しくは工事ができなくなった場合，又は本件施設等が事業協定，維持管

理仕様書若しくは運営仕様書で提示された条件に従って維持管理若しくは運営できな

くなった場合，その内容の詳細を記載した書面をもって直ちに市に対して通知しなけれ

ばならない。この場合において，市及び事業者は，当該通知以降，事業協定に基づく自

己の義務が適用法令に違反することとなった場合，履行期日における当該義務の履行義

務を免れるものとする。ただし，法令変更により相手方に発生する損害を最小限にする

よう努力しなければならない。 

 

2. 協議及び追加費用の負担 

 

 市が事業者から前項の通知を受領した場合，本条件規定書に別段の定めがある場合を除

き，市及び事業者は，当該法令変更に対応するために速やかに本件施設の設計，維持管

理・運営開始予定日，事業協定，維持管理仕様書及び運営仕様書の変更及び追加費用の

負担について協議する。かかる協議にかかわらず，法令変更の公布日から 120 日以内に

事業協定等の変更及び追加費用の負担についての合意が成立しない場合は，市が法令変

更に対する対応方法を事業者に対して通知し，事業者はこれに従い本件事業を継続する。

なお，この場合の追加費用の負担は，別紙 11 に規定する負担割合によるものとする。 

 

3. 契約の終了 
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 事業協定の締結後における法令変更により，市が事業の継続が困難と判断した場合又は

事業協定の履行のために多大な費用を要すると判断した場合，市は，事業者と協議の上，

事業協定の全部又は一部を終了することができる。この場合，本件施設が完成している

場合には，その所有権は市に移転ないし留保されるものとし，本件施設が未完成である

場合には，市は出来形部分を検査の上，これを買い取るものとする。なお，これらの場

合，市は本件サービス購入費のうち施設整備費部分を，解除前の支払スケジュールに従

って支払うものとするが，本件施設が未完成又は屋外運動場の整備が完工していない場

合には，市の出来形検査により施設整備費の金額を調整するものとする。また，市は事

業者が維持管理業務及びプール運営業務を終了させるために要する費用を事業者に対

して支払うものとする。 

 

 

第 8 不可抗力 

 

1. 通知の付与 

 

 事業者は，事業協定の締結日の後に不可抗力により，本件施設等が設計図書に従い建設

又は工事できなくなった場合，又は本件施設等が事業協定，維持管理仕様書若しくは運

営仕様書で提示された条件に従って維持管理若しくは運営できなくなった場合，その内

容の詳細を記載した書面をもって直ちに市に対して通知しなければならない。この場合

において，市及び事業者は，当該通知以降，事業協定に基づく自己の義務が不可抗力に

より履行不能となった場合，履行期日における当該義務の履行義務を免れるものとする。

ただし，不可抗力により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなければなら

ない。 

 
2. 協議及び追加費用の負担 

 

 市が事業者から前項の通知を受領した場合，本条件規定書に別段の定めがある場合を除

き，市及び事業者は，当該不可抗力に対応するために速やかに本件施設等の設計，維持

管理・運営開始予定日，事業協定，維持管理仕様書及び運営仕様書の変更及び追加費用

の負担について協議する。かかる協議にかかわらず，不可抗力が生じた日から 60 日以

内に事業協定等の変更及び追加費用の負担についての合意が成立しない場合は，市が不

可抗力に対する対応方法を事業者に対して通知し，事業者はこれに従い本件事業を継続

する。なお，この場合の追加費用の負担は，別紙 11 に規定する負担割合によるものと

する。 
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3. 不可抗力への対応 

 

 不可抗力により事業協定の一部若しくは全部が履行不能となった場合又は不可抗力に

より本件施設への重大な損害が発生した場合，事業者は当該不可抗力の影響を早期に除

去すべく，維持管理仕様書又は運営仕様書に従った対応を行うものとする。 

 

4. 契約の終了 

 

 ２．の協議にかかわらず，不可抗力が生じた日から 60 日以内に事業協定等の変更及び追

加費用の負担についての合意が成立しない場合は，市又は事業者は相手方に書面による

通知をすることにより，事業協定の全部又は一部を解約することができる。この場合，

本件施設が完成している場合には，その所有権は市に移転ないし留保されるものとし，

本件施設が未完成である場合には，市は出来形部分を検査の上，これを買い取るものと

する。なお，これらの場合，市はサービス購入費のうち施設整備費部分を，解除前の支

払スケジュールに従って支払うものとするが，本件施設が未完成又は屋外運動場の整備

が完工していない場合には，市の出来形検査により施設整備費の金額を調整するものと

する。また，市は事業者が維持管理業務及びプール運営業務を終了させるために要する

費用を事業者に対して支払うものとする。 

 

 

第 9 その他 

 

1. 契約上の地位の譲渡 

 

 市の事前の承諾がある場合を除き，事業者は事業協定上の地位及び権利義務を第三者に

対して譲渡し，担保に提供し，又はその他の処分をしてはならない。 

 

2. 財務書類の提出 

 

 事業者は，事業期間の終了に至るまで，会計年度の最終日より 3ヶ月以内に，公認会計

士の監査済財務書類を市に提出し，かつ，市に対して監査報告を行うものとする。なお，

市は当該監査報告を公開することができる。 

 

3. 秘密保持 

 

 市及び事業者は，互いに本件事業に関して知り得た相手方の秘密を自己の役員及び従業
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員，自己の代理人・コンサルタント，又は出資者以外の第三者に漏らし，また，事業協

定の履行以外の目的に使用してはならない。ただし，開示者から開示を受ける以前に既

に被開示者が自ら保有していたもの，開示者から開示を受ける以前に公知であったもの，

開示者から開示を受けた後被開示者の責めによらないで公知となったもの，開示者から

開示を受けた後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課せられること

なしに取得したものについては，秘密保持義務の対象から除くものとする。 

 

 

4. 準拠法 

 

 事業協定は，日本国の法令に準拠し，日本国の法令に従って解釈される。 

 

5. 管轄裁判所 

 

 事業協定に関する紛争は，東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

6. 雑則 

 

（1） 事業協定に定める請求，通知，報告，申出，承諾，勧告，指導，催告，要請及び契約終

了告知ないし解約は，相手方に対する書面をもって行われなければならない。 

 

（2） 事業協定の履行に関して市・事業者間で用いる計算単位は，設計図書に特別の定めがあ

る場合を除き，計量法（平成 4年法律第 51 号）に定めるものとする。 

 

（3） 事業協定上の期間の定めは，民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法が規定するところ

によるものとする。 

 

（4） 事業者が市に対して損害金，違約金等の支払債務があるときには，市はこれをサービス

購入費から控除することができる。 

 

7. 出資者の誓約 

 

 出資者は，事前に書面により市の承諾を得た場合に限り，事業者の株式について，譲渡，

担保設定その他の処分を行うことができる。 
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8. 融資団との協議 

 

 市は，本件事業に関して，事業者に対して融資する融資団と協議する。かかる協議にお

いては概ね以下の事項を定める。 

 

（1） 市が事業協定に関し，事業者に違約金等を請求し，また契約を終了させる際の融資団へ

の通知及び協議に関する事項 

 

（2） 事業者が事業協定に関する権利又は義務を融資団又はその指定する第三者へ譲渡し，又

は担保提供する場合の市の承諾に関する事項 

 

（3） 融資団が事業者から担保提供を受けた権利を実行する際の市との協議に関する事項 

 

（4） 市がサービス購入費の減額措置を講ずる場合の融資団に対する通知に関する事項 

 

以上 
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別紙１ 設計に伴う提出図書 

 

○ 設計図 ：2部 

 

 

○ 内訳書 ：2部 

 

 

○ 数量調書 ：2 部 

 

 

○ メーカー見積書 ：2部 
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別紙２ 着手時の提出図書 

 

○ 工事着手届：２部（工事工程表を添付のこと） 

 

○ 現場代理人及び主任技術者等届：２部（経歴書を添付のこと） 

 

○ 承諾願（仮設計画書）：２部 

 

○ 承諾願（工事記録写真撮影計画書）：２部 

 

○ 承諾願（施工計画書）：２部（施工計画書を添付のこと） 

 

○ 承諾願（主要資材一覧表）：２部（主要資材一覧表を添付のこと） 

 

○ 報告書（下請業者一覧表）：２部（下請業者一覧表を添付のこと） 

 

 

ただし，承諾願については，建設企業が工事監理者に提出してその承諾を受

けたものを，工事監理者が市に提出・報告する。 
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別紙３ 施工時の提出図書 

 

○ 日曜・祝日等の工事施工届：２部（深夜工事にも使用） 

 

○ 承諾願（機器承諾願）：２部 

 

○ 承諾願（残土処分計画書）：２部 

 

○ 承諾願（産業廃棄物処分計画書）：２部 

 

○ 承諾願（主要工事施工計画書）：２部 

 

○ 承諾書（生コン配合計画書）：２部 

 

○ 報告書（各種試験結果報告書）：２部 

 

○ 報告書（各種出荷証明）：２部 

 

○ 報告書（マニフェストＤ票）：２部（うち１部は原本） 

 

ただし，承諾願については，建設企業が工事監理者に提出してその承諾を受

けたものを，工事監理者が市に提出・報告する。 
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別紙４ 市又は事業者が付保する保険 

 

１．市が付保する保険（平成12年度現在） 

【維持管理・運営時】 

（１）学校管理下の場合 

① 日本体育・学校健康センター 

■給付対象：義務教育諸学校の管理下における児童，生徒等の災害に関する必要な給付 

■給付基準：１ 医療費   500点（5,000円）×3/10＋1/10 

      ２ 障害見舞金 73万円～3,370万円 

      ３ 死亡見舞金 2,500万円（運動等の行為と関連なしに発生した突然死，通学中は半額） 

      ４ 供花料   17万円（第三者行為による災害で相手方から損害賠償を受けたことに

より死亡見舞金が支給されない場合支給） 

        ※第三者の損害賠償額と障害見舞金又は死亡見舞金及び医療費の支払い範囲 

         第三者の損害賠償額＞障害見舞金等 の場合 給付しない 

         第三者の損害賠償額＜障害見舞金等 の場合 差額を給付 

② 全国市長会学校災害賠償保険 

■学校管理下における事故で賠償請求された場合の，日本体育・学校健康センターから支給される障害 

  見舞金及び死亡見舞金の上乗せ保険及び財物賠償 

■賠償保険金額：１事故 ５億円  １名 ５千万円 

※生徒以外の者でも学校管理下の事故の場合対象となる。 

③ 東京都市町村民交通災害共済 

■支給対象：日本国内で発生した交通機関による人身事故 

④ 調布市立学校事故見舞金支給規定 

■支給対象：学校管理下の事故 

■見舞金額又は弔慰金額：負傷及び疾病 入院２週間以上３週間未満 ５千円 

                   入院３週間以上      １万円 

            障害     日本体育・学校健康センター法施行規則の等級に準ずる。 

                   11級～14級 １万円 

                   ６級～10級 ２万円 

                   １級～５級 ３万円 

            死亡     ５万円 

 

（２）学校管理下以外の場合 

① 市民総合賠償補償保険 

ア 賠償責任保険 

■内容：市が所有，使用，管理する施設の瑕疵や市の行う業務遂行上の過失に起因する事故について， 

 市に法律（国家賠償法，民法）上の賠償責任が生じることによって被る損害を総合的にてん補 

■契約類型と保険金額（てん補限度額）： 

Ｄ型 身体賠償 １名につき１億円，１事故につき10億円 

   財物賠償 １事故につき2,000万円 

   免責金額 なし 

■対象となる損害： 

・市が所有，使用，管理する自治体施設の瑕疵（欠陥） 

・市が所有，使用，管理する自治体施設の管理業務遂行上の過失 

・市が行う自治体業務遂行上の過失 

・市が福祉施設・保養施設において生産販売または提供する自治体生産物（飲食物及びその他の製品） 
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に起因して，住民等第三者の生命もしくは身体を害し（身体障害），または財物を滅失，き損もし

くは汚損（財物損壊）した場合において，市に法律上の賠償責任が生じたことによって被る損害に

ついて保険金を支払う。 
イ 補償保険 

■内容：市が主催する行事，または市民団体によるボランティア活動に参加している住民が急激かつ

偶然な外来の事故について，市に法律上の賠償責任の有無に関係なく，市が支払う補償金（見

舞金）をてん補する保険 

■契約類型と保険金額（てん補限度額）： 

４型（５口） 死亡        １００万円（１口単位） 

       後遺障害      ３～１００万円（〃） 

       入院補償保険金   入院数に応じ１～１５万円 

       通院補償保険金   なし（￥０） 

■対象となる損害： 

市が行う業務（行事等の主催，共催下）の遂行に起因する急激かつ偶然の外来事故によって，住民

等第三者が死亡または，身体障害（後遺障害を伴うものに限る。）もしくは入院（通院は含まない。）

を伴う障害を被った場合，保険金額を限度に支払われる。 

② 調布市市民災害賠償責任保険 

■概要：市が管理する事業及び所有，使用，管理する施設において利用者・参加者がケガをしたり，

死亡したりした場合に，賠償責任義務発生の有無にかかわらず見舞金が支払われる。 

■被保険者：○市が管理する事業に参加する市民等（市外在住者を含む。） 

      ○施設開放（事業）の利用者 

■保険種目及び保険金額（てん補限度額） 

 ○施設賠償責任保険のうち，施設被災者見舞費用特約 

 ○被保険者１名につき 死亡 50 万円 

            後遺障害 50 万円×３～100％ 

            入院２～10 万円 

            通院 １～５万円 

 

（３）建物総合損害共済１）共済事業者 

社団法人 全国市有物件災害共済会 

２）補償内容 

① 火災 

② 落雷 

③ 破裂・爆発 

④ 建物，工作物の外部からの物体の落下，飛来，衝突，倒壊 

⑤ 車両の衝突，接触 

⑥ 騒じょう，労働争議，これら類似の集団示威行動に伴う暴行 

⑦ 風水雪害 

⑧ 土砂崩れ 

※消防活動による水ぬれ，破壊などによる損害も補償される。 

（注）1．「災害共済金を支払わない場合」を除く。 

2．上記 4，5，6，7，8の災害は，損害額が 5万円以上のときに補償する。 

3．上記 7，8の災害による災害共済金は，通常の災害共済金の 100 分の 50 に相当する額となる。 

３）共済の対象 

市（一部事務組合等も含まれる。）が所有，使用，管理している財産（建物，工作物，動産） 
４）支払われる災害共済金 
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建物の場合，再調達価額いっぱいに契約金額（共済責任額）を掛けることができ，実際必要となる再

調達・復旧費用が全額支払われる。 

（注）再調達価額とは，同等の建物を新たに建築するのに必要な費用をいう。 

５）免責条項 

① 故意若しくは重過失又は法令違反による損害 

② はっ酵若しくは発熱又は加熱若しくは乾燥作業に因る損害 

③ 紛失又は盗難に因る損害 

④ ガラスのみに生じた損害 

⑤ 車両の衝突又は接触に因る電車・自動車の損害 

⑥ 屋外動産の内部からの物体の落下，飛来，衝突又は倒壊に因り，屋外動産内の動産について生じ

た損害 

⑦ 戦争又は暴動その他の事変に因る損害 

⑧ 地震若しくは噴火又はこれらによる津波に因る損害 

⑨ 核燃料物質等に因る損害 

 

２．事業者が付保する保険 

【建設時】 

（１）履行保証保険 

 事業者の提案による。 

 

（２）第三者賠償保険 

 事業者の提案による。 

 

【維持管理・運営時】 

 事業者の提案による。 
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別紙５ 竣工時の提出図書 

 

○ 工事完了届：２部 

 

○ 工事記録写真：１部 

 

○ 竣工図（建築）：１式（製本図１部，原図１部，及びＭＯ） 

 

○ 竣工図（電気設備）：１式（製本図１部，原図１部，及びＭＯ） 

 

○ 竣工図（機械設備）：１式（製本図１部，原図１部，及びＭＯ） 

 

○ 竣工調書：２部 

 

○ 竣工写真：１部 
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別紙６ 竣工時の提出図書（屋外運動場） 

 

○ 工事完了届：２部 

 

○ 工事記録写真：１部 

 

○ 竣工図：２部（第２原図１部、白焼１部） 

 

○ 竣工調書：２部 

 

○ 竣工写真：１部 
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別紙７ 本件施設の引渡し方法及び所有権移転手続 

 

本件施設の引渡し及び所有権移転に関する手続等の流れは以下に示すとおりである。 

 

１．市による本件施設の完工確認 

 

２．市による維持管理体制の確認 

 

３．市から事業者への完工確認書の交付 

 

４．本件施設の引渡し 

 

５．市から事業者への登記手続の委任 

事業者の委託する土地家屋調査士及び司法書士への委任状の交付 

 

６．事業者の委託した土地家屋調査士による市名義での建物表示登記手続 

必要書類 ① 建物図面（配置図） 

     ② 各階平面図 

     ③ 委任状 

     ④ 建築確認通知書 

     ⑤ 検査済証 

     ⑥ 工事完了引渡書 

 

７．事業者の委託した司法書士による市名義での建物保存登記手続 

必要書類 委任状 

 

８．所有権移転手続の完了 
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別紙８ 業務報告書の概要（案） 

 

１．施設等の維持管理 

（１）日報への主な記載事項 

・出入口開扉・閉扉時間 

・施設内巡回・巡視・点検状況 

・巡視・点検事項別の異状等の有無 

・ガス器具等点検結果 

・修理・交換等実施状況 

・清掃業務実施状況 

・催物等開催事項 

※）設備機器の運転日誌，定期点検整備，補修，事故・故障等の記録は別途記録する。 

（２）月報への主な記載事項 

日報並びに定期点検整備，補修及び事故・故障等の記録をもとに，業務項目ごとに報

告事項を記載する。 
 

２．プールの運営 

（１）日報への主な記載事項 

・プール状況：水温，室温，ＰＨ，腰洗塩素 

・残留塩素：毎１時間，２地点 

・利用状況：時間帯別，大人・こども・団体別利用者数 

      うち65歳以上の高齢者及び身障者の利用者数 

      団体使用，サービスプログラム等実施状況 

※）事故があった場合は，別途事故報告書にて報告する。 

（２）月報への主な記載事項 

日報及び事故報告書等をもとに，また，利用料金集金・入金結果と合わせて，業務項目ご

とに報告事項を記載する。 
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別紙９ 維持管理運営費部分の減額及び支払い停止の方法 

 

 

１．減額等の対象 

・減額等の対象となる支払は，サービス購入費のうち，施設維持管理，プール運営に

係る部分とする。 

 

２．減額等の措置を講じる事態 

・要求水準書に示す内容を市が享受できない状態。 

・上記の状態について，以下に定める程度を設定する。 

①学校教育・地域開放が実施できなくなる程度（以下「レベル１」という。） 

②学校教育・地域開放は実施できる程度（以下「レベル２」という。） 

 

３．減額等の決定過程 

・レベル１及び２の状態に陥り，かつ，市と事業者間の協議により定められる治癒期

間以内に解消できない場合，１日につき，レベル１は３ポイント，レベル２は１ポ

イントのペナルティポイントをカウントする。 

 

４．減額等の決定 

・支払対象期間（各年度の半年間）の累積ペナルティポイントが以下に達した場合は，

減額等の措置内容が決定する。 

 

累積ペナルティポイント 減額等の措置内容 

０～４ 減額等なし 

５～９ １０％の減額 

１０以上 支払停止 

 

５．支払停止 

・累積ペナルティポイントが１０以上の場合，支払停止とするが，翌期の支払対象期

間における累積ペナルティポイントが４以下であれば，翌期分の支払時に，当該委

託料の９０％を加算して支払う。 

・累積ペナルティポイントが１０以上の場合で，翌期の支払対象期間における累積ペ

ナルティポイントが５以上であれば，契約を解除する。 
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別紙 10 法令変更による損害金分担規定 

 

法令変更 市負担割合  事業者負担割合 

 

a) 本件施設等整備事業に直接関係する法令の変更の場合 100％     0％ 

b) a)記載の法令以外の法令の変更の場合   0％    100％ 

 

 なお，「本件施設等整備事業に直接関係する法令」とは，特に本件施設等及び本件施設等と類

似のサービスを提供する施設の維持管理・運営その他に関する事項を直接的に規定することを目

的とした法令を意味するものとし，これに該当しない法人税その他の税制変更及び事業者に対し

て一般に適用される法律の変更は含まれないものとする。 
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別紙 11 不可抗力による損害金分担規定 

 

1． 設計建設期間中に不可抗力が生じた場合，本件施設，屋外運動場それぞれにつき，その建

設費又は工事費相当額の［1000 分の 10］に至るまでの追加費用額は事業者が負担するもの

とし，これを超える額については市が負担する。ただし，事業者が不可抗力により保険金

を受領した場合，当該保険金額相当額は追加費用額から控除する。 

 

2． 本件施設等の維持管理・運営期間中（屋外運動場についてはその完工後）不可抗力が生じ

た場合，本件施設，屋外運動場それぞれにつき，年間の維持管理・運営費部分相当額の［1000

分の 10］に至るまでの追加費用額は事業者が負担するものとし，これを超える額について

は市が負担する。ただし，事業者が不可抗力により保険金を受領した場合，当該保険金額

相当額は追加費用額から控除する。 
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